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次のいずれかに該当する場合に、使用許可することができる。

１ 国又は他の地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に供するために
使用するとき （公有財産規則第49条第１号）。

２ 県の事務又は事業の遂行上必要な公益を目的とする団体においてその事務又は事
業の用に供するために使用するとき （公有財産規則第49条第２号）。

３ 公の学術調査研究、公の施策等の普及宣伝その他の公共目的のために行われる事
業の用に供するために短期間使用するとき （公有財産規則第49条第３号）。

４ 災害その他緊急事態の場合において応急施設の用に供するために短期間使用する
とき （公有財産規則第49条第４号）。

５ 県の職員その他県の施設を利用する者の福利厚生施設として、食堂、売店等の経
営を行うために使用するとき （公有財産規則第49条第５号）。

６ 電気事業、通信事業、水道事業、ガス事業その他の公共事業の用に供するために
使用するとき （公有財産規則第49条第６号）。

７ 前各号に掲げるもののほか、警察本部長が特にやむを得ない理由があると認める
とき （公有財産規則第49条第７号）。

上記第７号の「警察本部長が特にやむを得ない理由があると認めるとき」は、おお
むね次に掲げる場合とする。

１ 社会教育の用に供するために使用するとき （昭和58年２月18日管第570号公有財。
産規則の運用について第３－13－(2)－ア）

２ 隣接する土地等の所有者又は占有者に水道、電気、ガス等の施設の用に供するた
めに土地を使用させることがやむを得ないと認められるとき （昭和58年２月18日。
管第570号公有財産規則の運用について第３－13－(2)－イ）

３ 牛乳、たばこ等の自動販売機、委託公衆電話機等を設置するために土地等を使用
させることがやむを得ないと認められるとき （昭和58年２月18日管第570号公有。
財産規則の運用について第３－13－(2)－ウ）

４ 交通信号機、防犯灯その他の公共的施設を設置するために土地等を使用させるこ

とがやむを得ないと認められるとき （昭和58年２月18日管第570号公有財産規則。

の運用について第３－13－(2)－エ）


